
 

 
 
 
 
 

令和６年度 

「水質保全研究助成」 
 

― 募集要領 ― 
 

（令和６年度募集） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和６年１月 

 
 
 
 
 

  公益財団法人 琵琶湖・淀川水質保全機構  
 
 
 



公益財団法人琵琶湖・淀川水質保全機構の「水質保全研究助成」は、「公

益財団法人琵琶湖・淀川水質保全機構 水質保全研究助成要綱」に基づき、

以下の要領で募集します。  
 
１．  助成対象研究  

公益財団法人琵琶湖・淀川水質保全機構（以下、「機構」という。）が指

定する分野に関する研究に対して、助成を行います。別紙の研究分野一

覧を参照してください。  
 
２．  助成対象団体  

次のいずれかに該当する団体を助成対象とします。  
（1）  大学または大学付属の研究機関  
（2）  その他の研究機関等（営利を目的としない、特殊法人、公益法人、

公共機関等に所属する場合に限ります）  
 

３．  助成金額  
１件についての助成限度額は年度当たり８０万円です。  
※なお、助成総額の目安は３２０万円です。  
 

４．  助成期間  
交付決定の通知日から令和７年３月１５日までとします。  
申請および交付決定は単年度ごとに行います。ただし、研究内容により

１年以上の実施期間が必要であると機構が認めた場合は、原則として最

長３年の助成期間とすることができますが、次年度以降も募集要領に従

い、申請に際して必要書類の提出が必要です。  
 

５．  応募方法  
本助成を希望する団体は、別紙の応募様式に必要事項を記入の上、実施

計画書および予算内訳書を添付し、下記の宛先までＥメールまたは郵送

にて送付して下さい。同一申請者の複数応募はできません（同一大学内

の異なる研究機関による応募は可能とします）。ご不明な点は下記まで

お問い合わせください。  
（1）  提出書類  

①  申請書  ··········· （様式１）  
②  実施計画書  ····· Ａ４版用紙に数ページ程度（形式は自由）  
③  予算内訳書  ····· （様式２）  

 
 
※機構ホームページから各様式の電子データをダウンロードできます。 

＝＝  http://www.byq.or.jp/josei/index.html  ＝＝  
 



（2）  送付先および問い合わせ先  
〒５４０－００３２  

 大阪市中央区天満橋京町１－２６  尼信天満橋ビル９階  
公益財団法人琵琶湖・淀川水質保全機構 総務企画部  

電  話：０６‐６９２０-３０３５  
E-mail：h o z e n k i k o ＠ b y q . o r . j p 

 
（3）  応募受付期間  

令和６年２月１日（木）から令和６年２月２９日（木）午前中必着  
 
 

※  書類提出後３日以上受領の連絡がない場合は、当機構にお問合せください。 

※  応募いただいた方の個人情報は機構が厳重に管理し、ご本人の承諾なしに

第三者に提供することはありません。  

 
６．  選考  

（1）  選考方法  
水質保全研究助成選考委員会により、選考を行います。  

 
（2）  選考基準  

選考にあたっては、以下の視点から総合的に判断を行い、助成金を

交付する団体を決定します。  
①  機構の実施する調査研究との整合  
②  琵琶湖・淀川流域の水質保全の課題解明、対策や施策の構築  
③  研究成果達成の実現性  
④  新しい視点や創意工夫  
⑤  研究担当者の申請研究にかけられる時間等（エフォート率）  
⑥  行政の講じる施策等への寄与に対する期待度  

 
（3）  選考結果の通知  

交付決定後すみやかに、申請者に通知を行います。また、機構ホー

ムページにも掲載します。  
 
７．  助成金交付決定後の提出書類について  

（1）  交付決定後  
・請書  
・助成金請求書  

（2）  助成研究終了時  
・研究成果報告書  
・精算報告書  

※提出書類の様式は交付決定時に送付します。  

※１０月頃に状況報告（中間報告）の提出をお願いします。  

※  電子メール、郵送いずれも、申請書類を受理する期間は上記のとおりです。  



 
 

令和６年度「水質保全研究助成」  
募集研究分野一覧  

 

（１）湖沼・ダム湖等閉鎖性水域の新たな水質課題・視点に関する調査研究 

 

閉鎖性水域（湖沼やダム湖等）の水質課題の解決策に資する研究を対象 

例えば、プランクトン・底生植物等の異常繁殖の発生や異臭味問題

など、近年の富栄養化に関する新たな水域現象・課題・制御技術・研

究の切り口・研究方策、水域生態系での物質循環、エネルギー・物質・

資源循環の健全化への対応策、適正な栄養レベルの提案などや行政

施策等に資する調査研究を対象 

 

 

（２）気候変動に伴う水質変化など流域水環境管理のための調査研究 

 

気候変動が及ぼす水温・水質（プランクトンを含む）影響に関係す

る水質汚濁・汚染負荷などに関する予測解析・評価、削減・制御技

術や行政施策等に資する調査研究を対象 

 

 

（３）安全で安心な水のための健康リスクに関する調査研究 

 

水系病原性微生物、微量有害化学物質等の水環境中での挙動把握、

人や水生生物への影響評価、削減・制御技術や行政施策等に資する

研究を対象 

 

 

 

※  上記の募集分野において、独自研究成果、調査研究成果等の体系化、

課題と方向性、法律・制度構築等の社会科学的研究も助成範囲に含

める。BYQ の WEB ページに掲載しているデータベースの利用も可。 

 

 

 

 

 

 



水質保全研究助成 過去３年の研究分野と採択研究テーマ（参考）  

 

 
 

 
 

 
 

※令和２年度以前の水質保全研究助成の研究分野・研究テーマ等については  

ホームページ（http://www.byq.or.jp/josei/index.html）に掲載しています。  
 

 

研究分野 申請団体名 研究テーマ

（１）
湖沼・ダム湖等閉鎖性水域の新たな水質
課題・視点に関する調査研究

京都大学大学院　医学研究科　人間
健康科学系専攻

食物連鎖によるプランクトンおよび小型魚類への抗菌薬耐性菌・耐性遺
伝子蓄積の検証

滋賀県立琵琶湖博物館
琵琶湖で新たにブルームを形成するようになった微細藻類の分類学的・
水処理生物学的研究

（３）
安全で安心な水のための健康リスクに関
する調査研究

京都大学大学院　地球環境学堂 前塩素処理・粉末活性炭処理を用いた超親水性溶存有機物の制御

水系病原性微生物、微量有害化学物質等の水環境

中での挙動把握、人や水生生物への影響評価、削

減・制御技術や施策等に関する研究を対象
立命館大学（総合科学技術研究機構） 琵琶湖・瀬田川流域における抗生物質による水環境汚染の実態解明
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閉鎖性水域（湖沼やダム湖等）の水質課題の解決策

に資する研究を対象

例えば、プランクトンの異常繁殖の発生など近年の

富栄養化に関する新たな水域現象・課題・制御技

術・研究の切り口・研究方策、水域生態系での物質

循環、適正な栄養レベル　など

研究分野 申請団体名 研究テーマ

（１）
湖沼・ダム湖等閉鎖性水域の新たな水質
課題・視点に関する調査研究

滋賀県立琵琶湖博物館
琵琶湖で新たにブルームを形成するようになった微細藻類の分類学的・
水処理生物学的研究

閉鎖性水域（湖沼やダム湖等）の水質課題の解決策

に資する研究を対象

例えば、プランクトンの異常繁殖の発生など近年の

富栄養化に関する新たな水域現象・課題・制御技

術・研究の切り口・研究方策、水域生態系での物質

循環、適正な栄養レベル　など

（３）
安全で安心な水のための健康リスクに関
する調査研究

地方独立行政法人
大阪健康安全基盤研究所

河川に広く分布する下痢症起因ウエルシュ菌の拡散機構の解明と水質
保全への提言

水系病原性微生物、微量有害化学物質等の水環境

中での挙動把握、人や水生生物への影響評価、削

減・制御技術や施策等に関する研究を対象

京都大学大学院　工学研究科
都市衛生工学分野

高解像度メタバーコーティング手法で描く琵琶湖・淀川水系における病
原細菌群の全容

京都大学大学院　地球環境学堂
琵琶湖・淀川水系における超親水性溶存有機物の強酸性官能基の存
在実態
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研究分野 申請団体名 研究テーマ

（３）
安全で安心な水のための健康リスクに関
する調査研究

京都大学大学院　医学研究科
人間健康科学系専攻

琵琶湖淀川水系上流域と周辺地域土壌ならびに雨水における抗菌薬
耐性菌・耐性遺伝子の検出調査

水系病原性微生物、微量有害化学物質等の水環境

中での挙動把握、人や水生生物への影響評価、削

減・制御技術や施策等に関する研究を対象

京都大学大学院　工学研究科
都市衛生工学分野

高解像度の遺伝子解析手法を用いた琵琶湖・淀川水系における病原細
菌の一斉検出

京都大学大学院 地球環境学堂 琵琶湖・淀川水系における超親水性溶存有機物の化学的描像
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令和６年度 公益財団法人琵琶湖・淀川水質保全機構  
「水質保全研究助成」申請書  

 
申請年月日  令和  年  月  日  

※裏面に続きます。  

ふりがな   ふりがな   

団体名  
（所属名）   所属長名・役職   

団体の種類  
※該当するものを○で囲む  
大  学  ・  特殊法人  ・  公益法人  ・  公共機関  ・  その他（      ）  

団体の概要  

分野、実績等：  

事 務 所 の  
所 在 地  

住 所  
〒  
 

TEL  FAX  

研究担当者  
連  絡  先  

所属・役職   Email  

ふ  り  が  な   
TEL  

研究担当者名   
FAX  

所属・役職   Email  

ふ  り  が  な   
TEL  

連絡担当者名  
※研究担当者不在時

の連絡（同上でも

可）  

 
FAX   

助成対象  
 

研究の  
 

概要  

助成研究  
テーマ  

募集研究分野番号 〔   〕  
 

成果目標   

研究期間  ～  対象  
流域   

研究概要：  

スケジュール（詳細については実施計画書にご記入ください）：  

様式１  



 助成対象  
研究の概要  

担当者の研究にかけられる時間（割合）および人員：  

研究成果  
 

により  
 

期待される  
 

効果  

研究の成果が、琵琶湖・淀川流域の水質保全に関する行政施策など公益性のある社会

的な取組にどう活かされ貢献していけるのかを具体的に記述ください。  

助成希望金額  
助成希望総額：  

（初年度：      ２年目：      ３年目：      ） 

他団体からの  
助成有無     有   ・    無  

添付資料：①実施計画書 ②予算内訳書 （欄が不足する場合は別紙をつけてください）  
 



 

「水質保全研究助成」予算内訳書  
助成団体名  ：                    
助成研究テーマ：【番号  】               

費目  項目  数量  単位  単価  金額  摘要  

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 合計      

 （内 助成希望額）      

様式２  

※経費費目一覧を参照の上、記入

して下さい。  
 
※研究に要する全ての経費を記入

してください。  
 
※機構にて予算申請内容を審査し

ますので、希望通りの助成金額

とならない場合があります。  
 
※１点３０万円以上の備品につい

ては、必要性の理由書及び見積

書の添付をお願いします。  
 
※欄が不足する場合は、複写して

作成してください。  



 

【水質保全研究助成経費 費目一覧】  
費 目  内     容  

①謝金、賃金  外部協力者からの助言、協力に対する謝金等  
補助作業のためのアルバイト等の経費等  

②資料・印刷費  書籍、論文等購入費等  
調査票、集計表等の印刷費等  

③旅費  
調査、会議等に伴う交通費、宿泊費等  
（海外への渡航および助成対象研究の発表以外は除き

ます）  

④賃借費  会議室の賃借料、機器の賃借料等  

⑤委託費  現地調査、実験、データ整理等を委託する場合の経費等  

⑥備品費  機械、器具の購入費等  

⑦通信・運搬費  通信費、資機材発送費等  

⑧消耗品費  資材、試薬、文具購入費等  

⑨雑費  その他の経費  

 
※経費は全て助成研究に直接必要なものとし、以下のものは認められません。 

・  団体の運営にかかわる経費（オーバーヘッド等の事務管理手数料などを含む）  
・  助成対象研究以外の研究に要する経費  
・  学会、セミナー、シンポジウム、展示会などへの参加、出席に要する経費

（助成対象研究の発表が目的の場合は除く）  
・  飲食費  
・  その他、助成研究への適用が主目的とならない経費  

 
 



 

令和６年度水質保全研究助成スケジュール(予定) 

 
 

令和６年  令和７年  

1 月  2 月  3 月  4 月  5 月  6 月  7 月  8 月  9 月  10 月  11 月  12 月  1 月  2 月  3 月  

募集期間                 

応募受付期間   
 

             

審 査                 

交付決定の通知      
            

請書の提出                 

助成期間               
 

 

状況報告  
（中間報告書の提出）          

 
      

成果報告会                 

成果報告書  
精算報告書                 

 

～3/15 

提出締め切り 

締切り 10/31 

2/1 ～  2/29 




